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第１ 基本事項 

  統合型・公開型ＧＩＳ整備業務仕様書（以下「本仕様書」という。）は、本市

（以下「発注者」という。）が保有する各種地図情報（都市計画情報、市道路情

報、地番図情報、施設の位置情報等をいう。以下同じ。）の庁内共有及びインタ

ーネット上での公開を目的として、統合型・公開型ＧＩＳシステムを調達するに

当たり、その仕様を定めるものである。 

 １ 本業務の目的 

   統合型・公開型ＧＩＳ整備業務（以下「本業務」という。）は、本市が保有

する各種地図情報を庁内の部署間で共有すること並びに市民及び事業者等が行

政から提供される情報をインターネット上で閲覧できることによる市民サービ

スの向上及び問合せ対応の減少等による事務の効率化に寄与することを目的と

する。 

 ２ 本業務の範囲 

   本業務の範囲は、次に掲げる業務のほか、本仕様書に基づく業務の過程で明

らかとなる作業及び受注者が提案時に必要とする作業とする。 

  ⑴ 統合型ＧＩＳシステムの構築 

  ⑵ 公開型ＧＩＳシステムの構築 

  ⑶ 導入の支援 

  ⑷ 成果物の提出 

第２ 本業務の要件 

 １ 履行期間 

   契約締結日から令和８年３月３１日まで 

 ２ 成果物 

  ⑴ 成果物は、他に指定のない限り、令和７年度末までに発注者に提出し、確

認を受けること。 

  ⑵ 成果物としての書類は、原則、Ａ４用紙に印刷できる形式とすること。 

  ⑶ 成果物は、原則として電子ファイルで提出することとし、ＰＤＦ形式及び

Ｍｉｃｒｏｓｏｆｔ Ｏｆｆｉｃｅ ２０１０（Ｗｏｒｄ、Ｅｘｃｅｌ又は

ＰｏｗｅｒＰｏｉｎｔ）以降の形式を基本とすること。提出方法は、当該電

子ファイルを格納したＣＤ‐Ｒ又はＤＶＤ‐Ｒの提出を基本とするが、容量

等の都合で困難な場合は、発注者及び受注者が別途協議して決定する。 

  ⑷ 成果物として、次に掲げる資料を提出すること。 

   ア プロジェクト計画書、作業計画書及び作業工程表 

     本資料は、契約締結後、作業着手までに発注者に提出し、承認を受ける
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こと。 

   イ システムセットアップ内容を記載した資料 

   ウ テスト報告書 

   エ 操作マニュアル 

     マニュアルは、一般職員向け及び管理者向けのものをそれぞれ作成する

こと。 

     マニュアルは、各１部、紙でも提出すること。 

     マニュアルは、誰でも理解しやすいようにシステムの画面ハードコピー

等を駆使し、利用できる機能の説明を分かりやすく記述し、各種機能単位

に操作の手順、入力方法等を明確に記述すること。 

     特殊な用語を用いる必要がある場合は、巻末等に用語説明が用意されて

いること。 

     機能改善等により機能が更新されたときは、必要に応じマニュアルの改

訂を行うこと。 

   オ その他本業務のために調製した資料等 

 ３ 費用の考え方 

  ⑴ 構築費用（初期費用） 

    本業務に係る費用を見積書（別記様式５）に明記すること。 

  ⑵ その他個別に適用する料金 

    契約期間中に利用可能な有償オプションを提案する場合は、契約条件を提

案書に明記すること。 

  ⑶ 本システムを利用する地方公共団体共通で対応すべき事項に係る費用 

    国の法改正等による本システムを利用する地方公共団体全体に対して対応

すべき機能改修等は、標準仕様として追加経費の請求なく提供すること。 

    追加経費が必要となる際は、追加経費の積算根拠等が分かる資料を提示し、

発注者と協議の上、承認を得ること。 

第３ 業務要件 

 １ 本システムの提供 

  ⑴ 基本要件 

    本業務における基本要件は、次に掲げるとおりとする。 

   ア 統合型ＧＩＳは、ＬＧＷＡＮ－ＡＳＰ方式で稼働すること。公開型ＧＩ

Ｓは、インターネットＡＳＰ方式で稼働すること。 

   イ 統合型ＧＩＳは、職員が庁内ＬＧＷＡＮ回線を介してアクセスすること

を想定する。公開型ＧＩＳは、市民又は職員がインターネットを介してア



3 

クセスすることを想定する。 

   ウ 提案するシステムは、受注者が開発したもの又は受注者がメーカーとし

て販売できるものであること。 

   エ 利用者にとって、操作が簡便で分かりやすく、マニュアルに頼らなくて

も利用可能なインターフェースとすること。 

   オ 統合型ＧＩＳから公開型ＧＩＳにデータを出力できること。 

   カ 利用者がストレスを感じることなく操作ができるよう動作速度が優れて

いること。 

   キ 運用時間は、２４時間３６５日とする（定期メンテナンス等の計画停止

を除く。）。 

   ク ＯＳは、Ｗｉｎｄｏｗｓ１０及びＷｉｎｄｏｗｓ１１に対応すること。

また、運用期間中はＯＳアップデートに対応すること（業務期間中に職員

パソコンの入替えが予定されており、ＯＳがＷｉｎｄｏｗｓ１０からＷｉ

ｎｄｏｗｓ１１となる予定である。）。 

   ケ 個別ＧＩＳから職員等が出力したＳＨＡＰＥ形式等のＧＩＳデータを、

職員自身の操作で統合型ＧＩＳに搭載できること。 

     また、仕様の条件を満たす状態で正常に稼働させるために必要な機器及

びシステムの設定、データ変換並びに稼働のために必要な使用権の確保に

ついても本業務に含むものとする。 

  ⑵ 機能要件 

    機能要件は、別紙１「機能要件等一覧（統合型）」及び別紙２「機能要件

等一覧（公開型）」のとおりとする。 

    なお、公開型ＧＩＳについては、デジタル庁のモデル仕様書の要件を満た

すこと。 

  ⑶ 搭載データ要件 

    受注者は、システム用にデータの変換及び作成を行い、移行計画を立案す

るものとする。移行するデータは、別紙３「搭載データ一覧」に記載された

データを基本とするが、発注者と受注者との協議により詳細を決定するもの

とする。 

    また、受注者は、発注者からのデータ提供に際して、発注者の準備及び提

供を支援するものとする。 

  ⑷ データセンター要件 

   ア 日本国内に立地していること。ただし、公開型ＧＩＳのデータセンター

については、次のいずれかの認証を得ており、かつ、発注者が当該認証を
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得ていることが分かる書類の写し及びクラウドサービス提供事業者の責任

者を明確にした書面を提出する場合は、海外に立地しているものであって

も可とする。 

    (ア) 政府情報システムのためのセキュリティ評価制度（ＩＳＭＡＰ） 

    (イ) ＩＳＯ／ＩＥＣ２７０１７１０及びＩＳＯ／ＩＥＣ２７０１８１１ 

    (ウ) ＪＡＳＡクラウドセキュリティ推進協議会ＣＳゴールドマーク 

    (エ) 米国ＦｅｄＲＡＭＰ 

   イ 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）の規定する耐震構造建築物と

し、同法に規定する耐火性能、防火対策及び水害を防止する措置が施され、

かつ、十分にセキュリティが確保されていること（前記⑷アのただし書に

該当する場合を除く。）。 

   ウ ２４時間３６５日稼働していること（定期メンテナンス等のための停止

を除く。）。 

   エ 非常用発電設備を有し、停電時に発電設備がサーバー機器に電力を供給

することが可能になるまで電力を供給することができる容量を保持する無

停電電源装置が設置されていること。 

   オ システムが停止することがないような対策を講じていること。 

   カ バックアップ機能を備えていること。障害発生時には、迅速にデータの

復旧が可能であり、バックアップ先についてもセキュリティ対策を十分に

講じていること。 

 ２ 運用及び保守 

   本業務に運用及び保守を含めること。運用及び保守の内容は、後述の「シス

テム運用・保守事項」のとおりとする。 

第４ プロジェクト体制 

  受注者は、本仕様書に基づき、システム構築等作業における具体的な体制、プ

ロジェクト管理方針、プロジェクト管理方法等を含んだプロジェクト計画書を作

成すること。 

  なお、プロジェクト管理における品質基準及び要員スキル要件は、次のとおり

とする。 
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 図表１ 品質基準 

管理項目 管理内容 

進捗管理 プロジェクト計画書策定時に定義したスケジュールに基づく進

捗管理を実施する。進捗及び進捗管理に是正の必要がある場合

は、その原因及び対応策を明らかにし、速やかに是正の計画を

策定すること。 

品質管理 プロジェクト計画書策定時に定義したシステム構築等作業の品

質管理方針に基づく品質管理を実施すること。 

品質及び品質管理に是正の必要がある場合は、その原因を明ら

かにし、速やかに是正の計画を策定すること。 

課題・リスク

管理 

リスク又は障害が顕在化した場合は、課題として管理するこ

と。受注者は、リスクの発生を監視し、リスクが発生した場合

には、発注者に報告すること。 

変更管理 仕様確定後に変更の必要が生じた場合には、受注者は、その影

響範囲及び対応に必要な工数等を識別した上で、変更管理ミー

ティングを開催し、発注者との協議により、対応方針を確定す

ること。 

 図表２ 要員スキル要件 

要求するスキ

ル 

スキルの詳細 

プロジェクト

管理能力を有

する者 

プロジェクト実施計画を策定し、システムの設計及び開発、テ

スト、システムの評価並びにプロジェクト間の調整を行い、生

産性及び品質の向上に資する管理能力を有すること。 

品質管理能力

を有する者 

受注者の品質管理規準に従い、客観的にプロジェクト全般の品

質状況を監査し、評価し、及び改善する能力を有すること。 

導入システム

に関する専門

知識を有する

者 

導入するソフトウェア（ＯＳ及びミドルウェアを含む。）に関

する専門知識及び本業務の要求事項を理解した上で、最適なシ

ステム構成の設計、構築及び運用に係る技術並びに技術コンサ

ルティングの能力を有すること。過去５年以内に地方自治体に

おいて、統合型ＧＩＳ及び公開型ＧＩＳ導入業務に携わってい

ること。 

システム導入

業務に関する

知識を有する

本業務のスコープに適合した各自治体業務に精通し、他自治体

事例等を提供し、業務改善、カスタマイズ抑制及び品質向上に

資する能力を有すること。過去５年以内に地方自治体におい
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者 て、統合型ＧＩＳ及び公開型ＧＩＳ導入業務に携わっているこ

と。 

  また、業務全体の管理、統括を行う責任者又は業務で作成された成果物の品質

管理を行う者は、高度情報処理技術者又は空間情報統括監理技術者の資格を有し

ていること。 

第５ 会議体運営 

  受注者は、必要に応じて打合せ協議を開催すること。各打合せ協議の開催に当

たっては、進捗報告書、課題管理表、変更管理票、スケジュール、会議録その他

必要と思われる報告資料を準備すること。 

  受注者は、打合せ協議後は、速やかに打合せ協議簿を作成し、発注者に提出し

て承認を得るものとする。受注者は、打合せ協議簿を２部作成し、発注者及び受

注者がそれぞれ１部ずつ保管することとする。 

第６ スケジュール 

 １ システム本運用開始予定日（サービス開始予定日） 

   令和８年３月１日 

   本運用開始に至るまでのスケジュールは、次のとおりである。 

  ⑴ 構築期間：契約締結日から令和８年２月２８日まで 

  ⑵ 仮運用：令和８年１月下旬頃から令和８年２月２８日まで 

 ２ 作業スケジュール 

  ⑴ スケジュール 

    受注者は、提案範囲に掲げる全ての作業項目について、作業開始からシス

テム本運用開始日まで（システム本運用開始日以降に実施する作業等を提案

する場合は、その作業期間まで）のスケジュールを作業工程等が分かるよう

詳細に示すこと。 

    なお、具体的なスケジュールについては、本業務の契約締結時までに発注

者と協議の上、決定する。 

  ⑵ 作業工程 

    受注者は、スケジュールで示した作業工程について、その内容や役割分担

等について記載すること。 

  ⑶ 留意事項 

    受注者は、システム本運用開始日の前に発注者の職員が動作確認するため

のテスト期間を十分に設けること。 

第７ その他 

 １ 貸与品 



7 

   機器の設定等に必要な資料等は、発注者がその都度貸与する。受注者は、貸

与品の管理保管に当たっては、不測の事態が生じないよう適正に管理しなけれ

ばならない。この場合において、貸与資料を破損し、又は紛失したときは、受

注者の費用負担により修復するものとする。 

 ２ 機密保護、個人情報保護 

  ⑴ 受注者は、本業務の遂行上知り得た秘密を他に漏らしてはならない。この

場合おいて、契約期間の終了又は解除後も同様とする。また、受注者は、成

果物（本業務の過程で得られた記録等を含む。）を発注者の許可なく第三者

に閲覧、複写、貸与又は譲渡してはならない。 

  ⑵ 受注者は、本業務の遂行のために発注者が提供した資料、データ等は、業

務以外の目的で使用しないこと。また、これらの資料、データ等は、業務終

了までに発注者に返却すること。 

  ⑶ 受注者は、本業務の実施における個人情報等の取扱いについては、個人情

報の保護の重要性を十分認識し、個人の権利利益を侵害することのないよう

必要な措置を講じること。 

  ⑷ 受注者は、本業務に従事する者に対して、個人情報の保護に係る教育を行

うこと。 

 ３ 再委託の禁止 

   受注者は、本業務内容の全部又は一部を第三者に委託してはならない。ただ

し、事前に書面により発注者の承諾を得た場合は、この限りでない。 

 ４ 成果物の帰属 

   本業務で作成された成果物に関する著作権は、発注者に帰属するものとし、

受注者は、発注者の許可なく外部に貸与し、使用し、又は公表してはならない。

ただし、成果物に受注者又は第三者の著作物が含まれる場合は、当該著作物の

著作権は、従前からの著作権者に帰属するものとする。 

 ５ 不適合責任 

  ⑴ 本システムの本運用開始後１年の間に、正当な理由がなく本仕様書で要求

した性能水準に達していないことが判明し、又は設計ミスによる不良、不具

合が判明した場合は、受注者は、無償で改良すること。 

  ⑵ 発注者は、本システムを運用する上で受注者に必要な情報の提供に努め、

発注者からの障害発生時の情報開示請求等の問合せ又は助言要求に対して、

誠意を持って対応すること。 

  ⑶ 受注者の責めに帰すべき理由により第三者に損害を与えた場合は、受注者

は当該損害を賠償すること。 



8 

 ６ 運用終了時のデータ 

   受注者は、本システムの運用が終了した時は、発注者が登録データ等の必要

なデータを出力した後に速やかに蓄積された全てのデータの確実な消去を行い、

発注者に報告すること。その際、受注者に発生する費用については、発注者に

別途請求をしないこと。 

 ７ 法令等の遵守 

   受注者は、本業務の遂行に当たっては、次に掲げる法令等を遵守すること。 

  ⑴ 個人情報の保護に関する法律 

  ⑵ 不正アクセス行為の禁止等に関する法律 

  ⑶ 測量法 

  ⑷ 作業規程の準則 

  ⑸ 地理空間情報活用推進基本法 

  ⑹ 統合型ＧＩＳ推進指針 

  ⑺ 都市計画法 

  ⑻ 著作権法 

  ⑼ 香芝市個人情報の保護に関する法律施行条例 

  ⑽ その他関連法令等 

 ８ 協議 

   受注者は、本仕様書に定める事項に疑義が生じた場合又は本仕様書に定めの

ない事項（仕様変更、機能追加等）で協議の必要がある場合は、発注者と協議

を行うこと。



9 

システム運用・保守事項 

 

第１ 運用・保守体制 

 １ 本システムは、長期間の利用を想定しており、利用中の運用・保守において

発生する障害又は問題に対して、責任を持って解決できる体制であること。 

 ２ 受注者は、職員による操作、障害等緊急時の対応その他のシステムに関する

問合せに対応する窓口を設けること。希望する対応時間及び連絡方法について

は、次のとおりとする。なお、更に効果的又は効率的な体制が整えられる場合

は、提案すること。 

  ⑴ メールでの問合せ：常時 

  ⑵ 電話での問合せ：平日の午前８時３０分から午後５時１５分までの間 

  ⑶ 受注者は、障害等緊急で対応すべき事象が発生した場合に対応する受注者

の技術者や関係するメーカー等との連絡体制を整備すること。 

  ⑷ 受注者は、運用・保守体制として、通常及び緊急時の連絡先及び連絡方法

を提示すること。 

第２ 運用・保守実施内容 

 １ 期間  

   本システムの本運用開始日から令和１０年３月３１日まで 

 ２ 問合せ対応 

  ⑴ 受注者は、職員からの運用に関する問合せに対して、速やかに回答を行う

こと。 

  ⑵ 受注者は、問合せ窓口に寄せられた内容等から、機能改善及び追加機能の

要求を把握すること。 

 ３ 障害対応 

  ⑴ 受注者は、障害等の緊急で対応すべき事象が発生した場合は、連絡窓口が

一次窓口の役割を担い、必要に応じて受注者の技術者その他関係メーカー等

と連携し、速やかに対応すること。 

  ⑵ 受注者は、障害等緊急時の対応手順をあらかじめ作成し、発注者に提示す

ること。 

  ⑶ 受注者は、障害発生の連絡を受けた場合は、その障害原因を特定し、発注

者に報告すること。 

  ⑷ 受注者は、重大障害の際には、対策会議等を開催し、経過等を取りまとめ

て発注者に報告するとともに、改善策を発注者へ提示すること。 

  ⑸ 受注者は、導入したシステムにおいて、ウイルスの検出、不正アクセス等

の事案が発生した場合は、発注者と協力し、対応及び原因究明を行うこと。 
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  ⑹ 障害対応のために、本市庁舎で対応する必要が生じた場合は、来庁し、対

応を行うこと。 

 ４ システム保守 

  ⑴ 受注者は、導入したシステムの正常な動作を確保するための一切の保守業

務を実施すること。 

  ⑵ 導入したシステムに関連するソフトウェアにおいて、修正等のモジュール

が提供された場合には、モジュールの適用の必要性を判断し、発注者へ説明

すること。モジュールの適用は、発注者の承認を得た上で実施すること。 

  ⑶ 導入したシステムで使用するソフトウェアに対するセキュリティーホール

が各メーカーより報告された場合は、全体への影響度を考慮に入れ、対策プ

ログラムの適応の必要性を判断し、発注者へ報告すること。協議の結果、適

応が必要であると発注者が判断した場合は、対策を実施すること。 

 ５ アクセスログ報告 

   公開型ＧＩＳにおいて、アクセス数等の情報を発注者側で容易に確認できな

い場合は、集計及び整理を行い、年１回以上報告すること。 

 ６ データ更新（統合型ＧＩＳ） 

   期間中、統合型ＧＩＳに対し、航空写真（１回）、地番図（２回）及び道路

台帳図（２回）のデータ更新を行うこと。 

 ７ データ更新（公開型ＧＩＳ） 

  ⑴ 期間中、公開型ＧＩＳに対し、地番図（２回）のデータ更新を行うこと。

また、別紙３「搭載データ一覧」により、発注者の航空写真を搭載する場合

は、航空写真（１回）のデータ更新も含むこと。 

  ⑵ 公開型ＧＩＳの公開マップの追加、更新、削除等及び地図中のレイヤー（

背景データ除く。）の追加、更新、削除等について、発注者側の操作で完結

できないシステムである場合は、令和８年度及び令和９年度において、各年

度６回程度のデータ更新等を見込むこと。これらについて、追加の費用発生

は、認めない。 

  ⑶ 公開情報の変更（前述の⑴及び⑵を除く。）についても、発注者側の操作

で完結できないもの（レイヤーの見栄えの設定、レイヤーの並び順、公開ポ

ータルサイトの文言編集、市マスコットキャラ画像及びマップサムネイル画

像の差し替え、管理者からのお知らせ表示その他受注者が操作することによ

り対応可能である公開情報の変更）がある場合で、発注者から変更の依頼が

あったときは、発注者と連絡調整を行い、変更操作を行うこと。これらにつ

いて、追加の費用発生は、認めない。 

  ⑷ 前述の⑵及び⑶については、発注者及び受注者が協議により、速やかに対
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応を行うこと。 

 ８ その他 

  ⑴ 受注者は、問合せ対応で把握したニーズは、その対応について検討すると

ともに、対応を行った場合は、定期バージョンアップ時等での反映を検討す

ること。 

  ⑵ 受注者は、その他運用・保守について、追加費用を必要とせずに提供でき

る機能等があれば発注者に提案すること。 

 


